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　平成19年度と平成20年度を

比較すると一般会計職員数は41

人減っています。 

 主な内訳は、退職による減が

44人、消防職などの新規採用者

の増が3人となっています。 

 また、平成19年度に引き続き、

職員数の計画的削減のため、原

則として退職者の補充のための

採用はしていません。 

京丹後市の財政状況を京都府内の市と比べると 京丹後市の財政状況を京都府内の市と比べると 

H19標準財政規模 

　その地方公共団体の標準的な状態
で通常収入される見込みの経常的な
一般財源を示すもので、地方公共団
体が自由に使える財源の大きさのこ
とです。 
 その団体の標準的な税収入額（標
準税収入額と地方譲与税など）と普
通交付税額を合算したもので、経常
収支比率や起債制限比率などの基本
的な財政指標を算出するための重要
な数値です。 

　地方税の収入能力、普通交
付税に依存する度合いがどの
程度かを示すもので、基準財
政収入額を基準財政需要額で
除して算出します。地方交付
税を算定する基準となり、財
政力指数が1.000に近くある
いは1.000を超えるほど財源
に余裕がある団体といえ、
1.000を超えると普通交付税
の不交付団体となります。 

【分　析】 
　標準財政規模が18年度に比べて
２億 6,469 万円減っているのは、
国の三位一体の改革による地方へ
の税源移譲により、普通交付税が
減少したことによるものです。 
 市税などの税収は依然として伸
び悩んでいますので財政状況が一
層厳しくなったといえます。 

【分　析】 
　財政力指数は、0.376から
0.384と若干よくなっていま
すが、依然として収入より
支出の規模のほうが多い財
政状況であり、市税の徴収
強化策や人件費をはじめと
した支出の見直しなど行財
政改革を一層推進する必要
があります。 

【分　析】 
　本格的な行財政改革の実践に伴
い退職者不補充による人件費の削減、
指定管理者制度への移行による物
件費の削減などにより、94.9％か
ら94.5％と 0.5ポイント低くなり
ました。 
 市税などの税収が依然として伸
び悩んでいますので経常経費の抑
制に一層努める必要があります。 

資料：平成19年度市町村標準財政規模

（京都府総務部自治振興課）およ

び平成18年度地方財政状況調査 

H19財政力指数 

資料：平成19年度財政力指数  

　　　　(京都府総務部自治振興課 ) 

（注）平成 17年度から平成 19年

度まで の平均です。 

H18経常収支比率 

　その地方公共団体の財政構造の弾
力性を測定する比率として使用され
るもので、人件費、扶助費、公債費
など歳出の経常経費の一般財源に市
税、普通交付税、地方譲与税などの
経常的な収入の一般財源がどの程度
充てられるかを示すものです。経常
収支比率は、70～80％の範囲内に
あるのが標準的とされ、80％を超
えるとその団体は財政構造が硬直化
傾向にあるとされるため、経常的経
費の抑制に努める必要があります。 
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一般会計における職員数の推移（各年度の４月１日現在で比較しています） 一般会計における職員数の推移（各年度の４月１日現在で比較しています） 

特別職や一般職員の給与の決め方 特別職や一般職員の給与の決め方 

　特別職の報酬は、市民のかたで構成される「特別職報酬等審議会」で検討していただき、その検討結果

をもとに作成した条例の改正案を議会に提出します。議会の議決のあと、報酬の額が決定されます。また、

職員の給与の改正は、国の人事院勧告を参考として行われます。職員の給与はすべて条例の規定に基づき

支給されています。 

 人件費を抑制するため、平成20年度から国の給与構造改革を適用し給料表の見直しを行っています。 

937人 937人 
889人 889人 

879人 879人 
841人 841人 

796人 796人 
755人 755人 
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平成20年度の人件費の状況 平成20年度の人件費の状況 

 平成20年度の一般会計における人件費は、総額で63億1,901万円となっています。平成19年度の人

件費総額が65億5,547万円でしたので、2億3,646万円の減額となりました。その主な理由として、職

員の計画的な削減を行ったことなど行財政改革推進計画に基づく人件費の削減に取り組んだことがあげら

れます。 

 また、合併した平成16年度の一般会計における人件費総額75億7,862万円と比べ、12億5,961万円

減少しています。平成20年度の人件費（報酬や給料・手当のほか、共済費も含む）の内訳は、市長など

（市長・副市長・教育長）が6,847万円、市議会議員が1億7,326万円、そのほかの特別職（審議会の委

員など）が2億8,907万円、一般職員が57億8,581万円となっています。そのほか道路や漁港整備など

の事務費として計上している職員人件費（事業費支弁人件費といいます）が240万円あります。 

 人件費は、財政を圧迫する要因となることから、今後も行財政改革を推進して適正な職員定員の管理に

努めていく必要があります。 

 一般会計では人件費が合併時と比べて12億6千万円減少  一般会計では人件費が合併時と比べて12億6千万円減少 

市長など（４人） 
（前年度 ４人） 

市議会議員（24人） 
（前年度 30人） 

その他の特別職（3,667人） 
（前年度　3,602人） 

一般会計職員（755人） 
（前年度　796人） 

3,528万円万円 3,528万円 1,132万円万円 1,132万円 

1億1,508万円 1億1,508万円 

1億5,298万円万円 1億5,298万円 

2億3,789万円 2億3,789万円 

29億20万円 29億20万円 7億2,820万円万円 7億2,820万円 8億2,250万円万円 8億2,250万円 

3,884万円万円 3,884万円 1,934万円万円 1,934万円 

5,118万円万円 5,118万円 

1,515万円万円 1,515万円 672万円万円 672万円 

給料 報酬 期末手当 時間外勤務手当 そのほかの手当 共済費など 

合計6,847万円（前年度6,117万円） 

合計1億7,326万円（前年度1億9,365万円） 

合計2億8,907万円（前年度2億9,446万円） 

合計57億8,821万円※事業費支弁を含みます（前年度60億619万円） 

182人の減 

11億8,433万円 11億8,433万円 

合併前の平成15年度と平成20年度を比較すると、182人の減となっています 

 財政力指数  
 (３年平均 ) 

【高いほうがよい】 

経常収支比率（%） 
【低いほうがよい】 
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標準財政規模（千円） 
【団体の規模によりますが 

大きいほうがよい】 

 <参  考 > 
平成18年度末 
住民登録人口 (人 )

資料：平成18年度地方財政状況調査 

（前年　94.9） 

（前年　0.376） 

（前年18,657,898） （前年64,365） 




